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(百万円未満切捨て)
１．2026年２月期の連結業績（2025年３月１日～2026年２月28日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者
に帰属する
当期利益

当期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期 165,449 5.8 7,944 △6.6 7,861 2.6 5,218 △16.2 4,677 △16.3 5,770 △6.4
2025年２月期 156,354 7.3 8,504 20.2 7,659 15.5 6,228 11.0 5,590 10.9 6,164 △2.3

基本的１株当たり
当期利益

希薄化後１株当たり
当期利益

親会社所有者帰属
持分当期利益率

資産合計
税引前利益率

売上収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年２月期 11.11 11.11 11.1 5.7 4.8

2025年２月期 13.29 13.29 14.7 5.7 5.4
(参考) 調整後EBITDA 2026年２月期 26,271百万円（0.6％） 2025年２月期 26,124百万円（2.1％）

(注)１．「基本的１株当たり当期利益」は、「親会社の所有者に帰属する当期利益」をもとに算定しております。

２．当社グループの業績の有用な比較情報として、調整後EBITDAを開示しております。調整後EBITDAの定義、計算方法につきましては、添

付資料の３ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況」をご覧ください。

３．2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われた

と仮定して、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定しております。

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

１株当たり親会社
所有者帰属持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期 139,669 47,888 43,769 31.3 104.00

2025年２月期 137,168 43,989 40,167 29.3 95.44
(注)2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮

定して、１株当たり親会社所有者帰属持分を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年２月期 23,002 △5,822 △21,340 17,497

2025年２月期 25,991 △9,199 △16,657 21,474

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額

(合計)

配当性向

(連結)

親会社所有者

帰属持分配当率

(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年２月期 － 4.00 － 4.00 8.00 1,697 30.1 4.4
2026年２月期 － 4.50 － 2.25 － 1,909 40.5 4.5
2027年２月期(予想) － 2.50 － 2.50 5.00 －

(注)１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

２．2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2026年２月期の１株当たり期末配当金につきまし

ては、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、１株当たり年間配当金合計は「－」としております。なお、株式分割を考慮しな

い場合の2026年２月期の１株当たり期末配当金額は4.50円となり、１株当たり年間配当金合計は9.00円となります。



３．2027年２月期の連結業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）
(％表示は対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者
に帰属する
当期利益

基本的１株当た
り当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 171,000 3.4 9,000 13.3 8,000 1.8 6,000 15.0 5,700 21.9 13.54

(参考) 調整後EBITDA 2027年２月期（予想） 27,100百万円（3.2％）

※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 2社 (社名)
株式会社狼煙
株式会社Tecona Bagel

除外 2社 (社名)
株式会社YUNARI
株式会社狼煙

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年２月期 425,628,568株 2025年２月期 425,628,568株

② 期末自己株式数 2026年２月期 4,604,000株 2025年２月期 4,774,200株

③ 期中平均株式数 2026年２月期 420,820,386株 2025年２月期 420,760,238株

(注)１．期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式には、従業員インセンティブ・プラン「従業員向け株式交付

信託型ESOP」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有している当社株式を含めておりま

す。

２．2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年度の期首

に行われたと仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。

(参考) 個別業績の概要
１．2026年２月期の個別業績（2025年３月１日～2026年２月28日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期 7,291 13.9 1,747 △0.6 2,401 △23.1 1,828 △23.9

2025年２月期 6,400 14.1 1,757 16.4 3,123 3.2 2,400 △69.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期 4.34 －

2025年２月期 5.71 －

(注)2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮

定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期 65,570 35,143 53.6 83.47

2025年２月期 68,886 35,062 50.9 83.31
(参考) 自己資本 2026年２月期 35,143百万円 2025年２月期 35,062百万円

(注)2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮

定して、１株当たり純資産を算定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（１）当社グループは、国際会計基準（IFRS会計基準）を適用しております。

（２）本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の

ご利用にあたっての注意事項等については、添付資料の５ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」を参照してくださ

い。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続するなか、緩やかな回復基調で推移いた

しました。一方で、海外における政治経済情勢の不透明感や地政学リスクの長期化に加え、国内におきましても

インフレに伴う実質賃金の伸び悩みや、消費マインドの変化が支出動向に影響を及ぼすなど、先行きは依然とし

て予断を許さない状況が続いております。

外食産業におきましては、訪日外国人旅行者の増加に伴うインバウンド需要が引き続き力強く推移いたしまし

た。しかしながら、物価上昇による「メリハリ消費」の定着など、消費者が支出選択を厳格化させる動きが顕著

となり、業界全体の来店客数は伸び悩む傾向にあります。特にアルコール主体の業態において客数回復の遅れが

見られるなど、厳しい経営環境が継続しております。あわせて、原材料価格の高騰や深刻な人手不足に伴う人件

費の上昇など、外食産業を取り巻くコスト環境は構造的に高い水準で推移しております。

このような経営環境のもと、当社グループは、中期経営計画（2025年４月14日開示）に掲げた成長の３本柱で

ある「本質的価値の進化」「シナジーのあるM&A」「海外事業の拡大」に基づき、「事業ポートフォリオの拡

充」と「次なる成長に向けた先行投資」を並行して推進いたしました。当連結会計年度におきましては、主に以

下の取り組みを実行いたしました。

・本質的価値の進化及び成長領域の拡大

既存店舗での来客数アップを目指し、コアブランドを中心とした「価値向上施策」と「店舗改装」を積極的

に実行いたしました。また、消費の二極化に対応すべく、高付加価値ブランドである「紀の善」の復活開業

や、専門性の高い新業態（ベーグル、麻辣湯、牛かつ等）の開発、「日常」「定番」ニーズを捉えた機動的

な業態変更を推進いたしました。投資効率の高いコントラクト（受託運営）事業におきましては、ＪＡ全農

との連携等により当期累計で23店舗の受託を開始し、安定的な収益基盤の拡充に注力いたしました。

・シナジーのあるM&Aの推進とグループ内組織再編

「日常」「定番」業態の強化に向け、「狼煙（のろし）」や「Tecona Bagel」をグループに迎え入れたほ

か、関西エリアのドミナント強化を目的に株式会社ロンの全株式取得を決定いたしました。また、ラーメン

事業３社を合併し「株式会社クリエイト・ヌードルズ」を設立するなど、グループ連邦経営の深化によるナ

レッジ共有と運営効率の向上を図っております。

・海外事業の拡大

北米の「Wildflower」におけるPMIを推進したほか、アジア圏ではインドネシアでのフランチャイズ展開に

向けた基本合意を締結するなど、成長ポテンシャルの高い地域への布石を打っております。なお、苦戦が続

いている北米の「Il Fornaio」においては、経営体制の刷新等、抜本的な事業再構築に着手いたしました。

・成長を支える基盤の整備

物流センターの統合や店舗設計施工管理子会社の設立によるコスト抑制、DX・AIの積極活用による店舗生産

性の向上に取り組んでまいりました。また、持続的な成長の源泉である人財への投資として、２年連続とな

る社員昇給ファンド５％増を実施するなど、人的資本経営を強化いたしました。

以上の結果、売上収益については、既存店が概ね堅調に推移（既存店売上高前年比101.8％）したことに加え、

新業態開発や新規にグループインしたブランドの寄与により、前連結会計年度を上回り、過去最高を更新いたし

ました。一方、営業利益につきましては、ＣＲカテゴリー及び専門ブランドカテゴリーが好調に推移したもの

の、ＳＦＰカテゴリーにおいて、既存店客数の減少に加え、原材料価格高騰に伴う原価率の上昇により、大幅な

減益となり、連結全体では前連結会計年度を下回る結果となりました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上収益165,449百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益7,944百

万円（同6.6％減）、税引前当期利益7,861百万円（同2.6％増）、親会社の所有者に帰属する当期利益4,677百万

円（同16.3％減）、調整後EBITDAは26,271百万円、調整後EBITDAマージンは15.9％となりました。
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（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増減
増減率

（％）

売上収益 156,354 165,449 9,095 5.8

営業利益 8,504 7,944 △559 △6.6

税引前当期利益 7,659 7,861 201 2.6

当期利益 6,228 5,218 △1,010 △16.2

親会社の所有者に帰属する

当期利益
5,590 4,677 △913 △16.3

調整後EBITDA 26,124 26,271 146 0.6

調整後EBITDAマージン（％） 16.7 15.9 △0.8 ―

調整後親会社所有者帰属持分比率

（調整後自己資本比率）（％）
42.9 46.2 3.3 ―

（注）当社グループの業績の有用な指標として、調整後EBITDA、調整後EBITDAマージン及び調整後親会社所有者帰属

持分比率（調整後自己資本比率）を用いております。

調整後EBITDA、調整後EBITDAマージン及び調整後親会社所有者帰属持分比率（調整後自己資本比率）の算出方

法は以下のとおりです。

・調整後EBITDA ＝ 営業利益 ＋ その他の営業費用 － その他の営業収益（協賛金収入を除く） ＋ 減価償却費

＋ 非経常的費用項目（株式取得に関するアドバイザリー費用等）

・調整後EBITDAマージン ＝ 調整後EBITDA ÷ 売上収益 × 100

・調整後親会社所有者帰属持分比率（調整後自己資本比率）：親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率）から

IFRS第16号の影響を除外した比率

当社グループは飲食事業の単一セグメントのため、セグメントごとの経営成績に関する記載を省略しておりま

す。なお、主要カテゴリーの状況、当連結会計年度の出退店、総店舗数及び運営会社は以下のとおりです。

（単位：百万円/店舗）

ＣＲカテゴリー ＳＦＰカテゴリー

売上収益 出店 退店 M&A 業態変更 総店舗数 売上収益 出店 退店 M&A 業態変更 総店舗数

58,466 33 28 0 16 523 31,119 12 5 0 1 210

株式会社クリエイト・レストランツ及び株式会社クリエイ

ト・ダイニングが、日本全国の商業施設を中心に多様なブ

ランドでレストラン及びフードコートを運営するほか、ゴ

ルフ場内レストラン等（コントラクト）の受託運営を行っ

ております。

SFPホールディングス株式会社、SFPダイニング株式会社、

株式会社ジョー・スマイル及び株式会社クルークダイニン

グが、繁華街を中心に居酒屋を運営しております。

専門ブランドカテゴリー 海外カテゴリー

売上収益 出店 退店 M&A 業態変更 総店舗数 売上収益 出店 退店 M&A 業態変更 総店舗数

50,214 10 7 7 2 335 26,039 1 14 0 0 57

株式会社グルメブランズカンパニー、株式会社KRフードサ

ービス、株式会社遊鶴、株式会社いっちょう、株式会社サ

ンジェルマン、株式会社レフボン、株式会社クリエイト・

ヌードルズ及び株式会社Tecona Bagelが運営する各店舗で

構成されております。

シンガポールのcreate restaurants asia Pte.Ltd.、香港

の香港創造餐飲管理有限公司、米国のIl Fornaio

(America) LLC及びCreate Restaurants DE LLC

（Wildflower）が運営する店舗等、海外展開店舗で構成さ

れております。

（注）上表の「M&A」はM&Aにより増加した店舗数を記載しております。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、139,669百万円（前連結会計年度比1.8％増）となりました。この主な要因は、

有形固定資産が4,239百万円、営業債権及びその他の債権が842百万円増加した一方で、現金及び現金同等物が

3,976百万円減少したこと等によるものであります。

当連結会計年度末の負債は、91,781百万円（前連結会計年度比1.5％減）となりました。この主な要因は、社

債及び借入金が5,171百万円減少した一方で、リース負債が2,509百万円増加したこと等によるものでありま

す。

当連結会計年度末の資本は、47,888百万円（前連結会計年度比8.9％増）となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが23,002百万円の資金増（前連結会計年度比11.5％減）、投資活動によるキャッシュ・フローが5,822百

万円の資金減（前連結会計年度比36.7％減）、財務活動によるキャッシュ・フローが21,340百万円の資金減

（前連結会計年度比28.1％増)となり、さらに換算差額等を加味した当連結会計年度末の資金残高は17,497百

万円（前連結会計年度比18.5％減）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によって得られた資金は23,002百万円となりました。この主な要因は、減

価償却費16,434百万円、税引前当期利益7,861百万円を計上したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によって使用した資金は5,822百万円となりました。この主な要因は、有

形固定資産の取得による支出4,690百万円を計上したことに加え、前年２件のM&A投資資金の反動減等によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によって使用した資金は21,340百万円となりました。この主な要因は、リ

ース負債の返済による支出13,889百万円、長期借入金の返済による支出7,502百万円を計上したことに加え、

前年２件のM&A投資見合いに調達した借入の反動減等によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2026年２月期

親会社所有者帰属持分比率（％） 31.3

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率（％） 222.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 86.7

（注）１.いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２.上記指標の計算式は以下のとおりであります。

親会社所有者帰属持分比率：親会社所有者帰属持分／資産合計

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額（自己株式控除後）／資産合計

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

３.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払ってい

るすべての負債(リース負債は除く)を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（４）今後の見通し

今後のわが国経済及び外食産業を取り巻く環境につきましては、インバウンド需要の継続的な拡大が期待される

一方、インフレの定着によるコスト環境の構造的変化に加え、物価上昇に伴う実質賃金の動向が消費マインドに与

える影響など、依然として予断を許さない状況が続くものと予想されます。特に、需要回復局面が一巡したことで、

今後は「付加価値の高い食体験」を提供し、「真に選ばれるブランド」としての実力が問われる淘汰の時代へ移行

していくものと認識しております。

このような環境下、当社グループは、2027年２月期を「中期経営計画の成長軌道への回帰フェーズ」と位置付け、

グループ連邦経営の更なる深化を図るとともに、持続的な企業価値向上に向けた新たな経営体制への移行を行いま

す。具体的には、役員の管掌変更に加え、デジタル・マーケティングの加速とDX・AI活用を牽引するCDO（最高デジ

タル責任者）を始めとした各役員のCxO任命、ならびに各事業会社のトップ交代を実施し、経営スピードの向上と組

織の若返りを図ってまいります。

この新体制のもと、「既存店の来客数アップ」を最優先課題とし、コアブランドを中心とした積極的な店舗改装、

ブランド公式アプリによるCRM（顧客関係管理）の強化、データサイエンスを活用したデジタル・マーケティングの

精緻化により、リピーター獲得と機会損失の最小化に注力いたします。また、成長戦略として、路面店や地方都市

といった商圏の強化、専門性の高い新業態の展開、国内外における機動的なM&A、さらにはアジア圏でのフランチャ

イズ展開や欧州市場への進出を強力に推進してまいります。

経営基盤の強化におきましては、AIによる需要予測に基づく発注自動化の実装や、生成AIの全社的な活用による

業務プロセスの抜本的見直しを推進し、生産性の向上を図ります。また、「人財こそ最大の財産」との方針のもと、

３年連続となる５％昇給ファンドの実施や多様な人財の活躍推進を通じ、店舗運営力の源泉である「人」への投資

を継続し、強固な組織基盤を構築いたします。さらに、サステナビリティ経営を加速させ、物流網の再編による効

率化と環境負荷低減を両立し、持続可能な成長モデルを実現してまいります。

以上を踏まえ、2027年２月期の通期連結業績予想といたしましては、売上収益1,710億円、営業利益90億円、税引

前当期利益80億円、当期利益60億円、親会社の所有者に帰属する当期利益57億円を見込んでおります。また、調整

後EBITDAは271億円、調整後EBITDAマージンは16.1％を見込んでおります。

（注）上記の業績予想は本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後の様々な要因によって記載内容と異なる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国内外のM&A推進に向けた基盤整備、資本市場における国際的な比較可能性の向上、並びにグループ内の会計

基準統一による経営管理の最適化等を目的として、2019年２月期末より、国際会計基準（IFRS会計基準）に基づく連結

財務諸表を開示しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 21,474 17,497

営業債権及びその他の債権 5,903 6,745

その他の金融資産 559 142

棚卸資産 1,221 1,384

未収法人所得税 0 50

その他の流動資産 1,466 1,520

流動資産合計 30,625 27,340

非流動資産

有形固定資産 59,199 63,438

のれん 26,544 25,755

無形資産 7,752 9,111

投資不動産 － 511

その他の金融資産 8,765 9,900

繰延税金資産 3,695 3,490

その他の非流動資産 584 120

非流動資産合計 106,543 112,329

資産合計 137,168 139,669
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 5,194 4,949

社債及び借入金 13,432 5,837

リース負債 11,533 11,319

未払法人所得税 1,378 1,204

引当金 2,332 1,255

その他の流動負債 10,921 11,564

流動負債合計 44,793 36,131

非流動負債

借入金 12,784 15,208

リース負債 29,949 32,673

退職給付に係る負債 1,007 959

引当金 2,825 4,597

繰延税金負債 1,407 1,743

その他の非流動負債 411 468

非流動負債合計 48,386 55,650

負債合計 93,179 91,781

資本

資本金 50 50

資本剰余金 24,893 25,005

利益剰余金 14,229 17,129

自己株式 △1,122 △1,071

その他の資本の構成要素 2,117 2,655

親会社の所有者に帰属する持分
合計

40,167 43,769

非支配持分 3,821 4,118

資本合計 43,989 47,888

負債及び資本合計 137,168 139,669
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

売上収益 156,354 165,449

売上原価 △45,002 △48,689

売上総利益 111,352 116,760

販売費及び一般管理費 △101,126 △107,255

その他の営業収益 901 1,010

その他の営業費用 △2,623 △2,570

営業利益 8,504 7,944

金融収益 53 741

金融費用 △897 △825

税引前当期利益 7,659 7,861

法人所得税費用 △1,431 △2,643

当期利益 6,228 5,218

当期利益の帰属

親会社の所有者 5,590 4,677

非支配持分 637 540

当期利益 6,228 5,218

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益(円)

基本的１株当たり当期利益 13.29 11.11

希薄化後１株当たり当期利益 13.29 11.11
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連結包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

当期利益 6,228 5,218

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 34 15

項目合計 34 15

純損益にその後に振り替えられる可能性のある
項目

在外営業活動体の換算差額 △97 537

項目合計 △97 537

その他の包括利益合計 △63 552

当期包括利益 6,164 5,770

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 5,515 5,226

非支配持分 649 544

当期包括利益 6,164 5,770
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（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度(自 2024年３月１日 至 2025年２月28日)

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

在外営業
活動体の
換算差額

確定給付
制度の再
測定

合計 合計
非支配
持分

資本
合計

2024年３月１日残高 50 24,688 10,193 △1,178 2,215 － 2,215 35,969 3,401 39,371

当期利益 － － 5,590 － － － － 5,590 637 6,228

その他の包括利益 － － － － △97 22 △75 △75 12 △63

当期包括利益 － － 5,590 － △97 22 △75 5,515 649 6,164

配当金 － － △1,577 － － － － △1,577 △233 △1,811

自己株式の取得 － － － △0 － － － △0 － △0

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
－ △0 － － － － － △0 △0 △1

支配の喪失を伴わない

連結子会社に対する所

有者持分の変動

－ 12 － － － － － 12 12 24

株式報酬取引 － 185 － 0 － － － 186 － 186

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

－ － 22 － － △22 △22 － － －

その他 － 6 － 55 － － － 62 △7 54

所有者との取引額等合計 － 204 △1,555 55 － △22 △22 △1,317 △229 △1,546

2025年２月28日残高 50 24,893 14,229 △1,122 2,117 － 2,117 40,167 3,821 43,989
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当連結会計年度(自 2025年３月１日 至 2026年２月28日)

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

在外営業
活動体の
換算差額

確定給付
制度の再
測定

合計 合計
非支配
持分

資本
合計

2025年３月１日残高 50 24,893 14,229 △1,122 2,117 － 2,117 40,167 3,821 43,989

当期利益 － － 4,677 － － － － 4,677 540 5,218

その他の包括利益 － － － － 537 11 549 549 3 552

当期包括利益 － － 4,677 － 537 11 549 5,226 544 5,770

配当金 － － △1,788 － － － － △1,788 △252 △2,041

支配の喪失を伴わない

連結子会社に対する所

有者持分の変動

－ 3 － － － － － 3 3 6

株式報酬取引 － 111 － 0 － － － 111 － 111

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

－ － 11 － － △11 △11 － － －

その他 － △1 － 51 － － － 50 1 51

所有者との取引額等合計 － 112 △1,777 51 － △11 △11 △1,624 △247 △1,872

2026年２月28日残高 50 25,005 17,129 △1,071 2,655 － 2,655 43,769 4,118 47,888
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 7,659 7,861

減価償却費 15,487 16,434

減損損失及び減損損失戻入(△は益) 1,763 1,342

受取利息 △53 △188

支払利息 703 825

固定資産売却損益(△は益) △8 △8

固定資産除却損 28 30

棚卸資産の増減額(△は増加) △121 △149

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加) △341 △1,017

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少) 320 46

退職給付に係る負債の増減額(△は減少) △29 △24

引当金の増減額(△は減少) 102 214

その他 784 139

小計 26,296 25,506

利息及び配当金の受取額 54 113

利息の支払額 △245 △265

法人所得税の支払額 △1,453 △2,352

法人所得税の還付額 1,339 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,991 23,002

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △31 △31

有形固定資産の取得による支出 △3,410 △4,690

有形固定資産の売却による収入 12 33

資産除去債務の履行による支出 △260 △258

無形資産の取得による支出 △59 △93

差入保証金の差入による支出 △409 △379

差入保証金の回収による収入 321 278

事業譲受による支出 △4,231 －

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△1,003 △508

その他 △127 △171

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,199 △5,822
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 405 －

短期借入金の返済による支出 △610 △708

長期借入れによる収入 6,650 3,200

長期借入金の返済による支出 △7,614 △7,502

社債の償還による支出 △200 △200

リース負債の返済による支出 △13,478 △13,889

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △1,576 △1,788

非支配持分への配当金の支払額 △231 △251

非支配持分からの子会社持分取得による支出 △1 －

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に
よる支出

－ △200

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,657 △21,340

現金及び現金同等物に係る換算差額 34 182

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 168 △3,976

現金及び現金同等物の期首残高 21,305 21,474

現金及び現金同等物の期末残高 21,474 17,497
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更)

当社グループの当連結会計年度の連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、以下の新たに適用

する基準を除き、前連結会計年度の連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IAS第21号
外国為替レート変動の影
響

通貨が他の通貨と交換できるかどうかの評価、並びに、交換で
きない場合に使用すべき為替レート及び提供すべき開示の決定
における一貫したアプローチを明確化

上記基準書の適用による連結財務諸表への重要な影響はありません。

（セグメント情報）

当社グループの事業内容は飲食事業であり、区分すべきセグメントが存在しないため、記載を省略しておりま

す。

（１株当たり情報）

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

親会社の所有者に帰属する当期利益 5,590 4,677

当期利益調整額 － －

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する
当期利益

5,590 4,677

基本的期中平均普通株式数（株） 420,760,238 420,820,386

希薄化後１株当たり当期利益の算定に用いられた
期中平均普通株式数（株）

420,760,238 420,965,986

基本的１株当たり当期利益(円) 13.29 11.11

希薄化後１株当たり当期利益(円) 13.29 11.11

（注）１．「基本的１株当たり当期利益」の算定上、自己株式として計上されている「従業員向け株式交付信託型

ESOP」が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております(前連結会計

年度3,674,426株、当連結会計年度3,474,552株)。

２．2025年９月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前連結

会計年度の期首に行われたと仮定して、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定

しております。
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

当社は、2026年１月14日開催の取締役会において、大阪市内にて「グリルRON」をはじめとした洋食店とトンテ

キ店の運営を行う株式会社ロンの全株式を取得し、連結子会社とすることを決議いたしました。また、2026年１月

14日付で株式譲渡契約を締結し、当契約に基づき2026年３月１日付で株式の取得を完了いたしました。

１．企業結合の概要

（１） 被取得企業の名称及びその事業の内容

名称 株式会社ロン

事業の内容 飲食店の経営（「グリルRON」「大阪トンテキ」等の運営）

（２）企業結合を行った主な理由

株式会社ロンは、大阪・梅田エリアを中心に、業歴42年と長年お客様に支持され続けている洋食店「グリル

RON」や、分厚い豚肉をニンニクの効いた特製ソースで焼き上げた「大阪トンテキ」など10店舗を展開しておりま

す。

同社は、“お客様「感動・満足」経営”を掲げ、利便性の高い梅田の主要商業施設（阪急三番街、阪神梅田本

店、大阪駅前ビル、ホワイティうめだ等）において、ビジネスパーソン、買い物顧客、近隣住民の方々などの多様

なニーズに応える「味・ボリューム・スピード」を兼ね備えたメニューと高効率なオペレーションを提供し、当該

エリアにおいて確固たるブランド認知と顧客基盤を築いております。当社グループが有する物件開発情報や運営管

理手法等を活用することにより、ロンが築いてきたブランド価値の更なる向上を期待できるものと考えておりま

す。

また、本件の取り組みを通じて、日常食としての洋食カテゴリー事業の更なる深化、ネクストコアブランドの育

成によるブランドポートフォリオの強化、更にはグループ内フランチャイズ展開等のシナジーを創出し、当社グル

ープの企業価値向上につながるものと判断し、同社の株式を取得することといたしました。

（３）企業結合日

2026年３月１日

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（５）取得する議決権比率

100.0％

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金） 887百万円

取得原価 887百万円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 77百万円

４．発生したのれんの金額及び発生原因、取得日現在における取得資産及び引受負債の公正価値

取得資産及び引受負債の取得日の公正価値を算定中のため、現時点では確定しておりません。

（当社とＳＦＰホールディングス株式会社の合併契約締結について）

当社（以下、「ＣＲＨ社」という。）及びＳＦＰホールディングス株式会社（以下、「ＳＦＰＨＤ社」といい、
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ＣＲＨ社と併せて「両社」という。）は、2026年４月14日開催の両社の取締役会において、ＣＲＨ社を吸収合併存

続会社、ＳＦＰＨＤ社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」という。）を実施することを決議

し、同日付で、両社間で合併契約（以下、「本合併契約」という。）を締結いたしました。

なお、本合併は、2026年５月21日開催予定のＳＦＰＨＤ社の定時株主総会において本合併契約の承認が得られる

ことを条件として、2026年７月１日を効力発生日として行われる予定です。

１．本合併の目的

ＣＲＨ社は、1999年５月に創業し、グループミッション「わくわく無限大！ 個性いろいろ ともに創る 驚きの

未来。」を掲げ、連結子会社26社とともにサステナブルに成長する企業グループ（以下、「クリエイト・レストラ

ンツグループ」という。）として、国内外において豊かな食生活への貢献を目指して飲食事業に取り組んでいま

す。2025年４月には、2030年２月期までの５年間を対象とした「中期経営計画～グループ連邦経営 2.0～」を策定

し、当該期間を「本質的な課題解決のための５年間」と位置付け、グループ戦略の核である「マルチブランド・マ

ルチロケーション戦略」と「グループ連邦経営」をさらに進化させた、料理・サービス・立地を磨き上げる本質的

価値の進化、シナジーのあるМ＆Ａ、そして海外事業の拡大といった成長戦略の取り組みを進めております。

ＳＦＰＨＤ社は、1984年４月に創業し、「時流を先見した≪こだわり≫の限りなき追求」を経営理念に掲げ、ト

レンドに振り回されることなく、味へのこだわりが生む癒しの食空間をお客様に提供するべく、子会社であるＳＦ

Ｐダイニング株式会社、株式会社ジョー・スマイル及び株式会社クルークダイニングを通じて「磯丸水産」、「鳥

良商店」、「五の五」等のブランドを創出し事業展開しております。2014年に東京証券取引所市場第二部へ上場、

2019年の市場第一部への指定替えを経て、2022年に東京証券取引所の市場区分の見直しにより、市場第一部よりプ

ライム市場に移行しております。

2013年４月にＣＲＨ社がＳＦＰＨＤ社（旧ＳＦＰダイニング株式会社）の株式を取得し連結子会社として以降、

両社は双方が培ってきた経験やノウハウを互いに活用し、企業価値向上のために様々な取り組みを共同で実施して

きました。特に2020年以降は、経理・人事等のコーポレート業務のシェアードサービス機能、購買企画機能、店舗

設計施工企画機能のそれぞれを担う合弁会社３社を相次いで設立し経営効率化を図っております。

現在、外食業界はコロナ禍からの回復期を経て、人手不足、原材料・エネルギー価格や建築コストの高騰、消費

者嗜好の多様化による外食の選別といった構造的な課題に直面しております。特に居酒屋業界では、若年層のアル

コール離れ、深夜帯ニーズの回復鈍化やブランドの淘汰といった環境変化への対応が急務となっております。ま

た、上場子会社のガバナンスに関しては、構造上の利益相反のリスクとその対応策の強化を求める動きが高まって

おり、2019 年６月の経済産業省による「グループ・ガバナンス・システムによる実務指針」の公表や、2021 年６

月のコーポレートガバナンス・コードの再改訂により、上場子会社のガバナンスの公平性や透明性について、様々

な対応が求められることで、経済的・事務的な負担も増加しております。

こうした環境下において、両社が上場会社として独立した事業運営を行っている状況では、ＳＦＰＨＤ社の一般

株主の利益を考慮した慎重な検討を要するなど、ＣＲＨ社として経営資源の投入に係る最適かつ迅速な意思決定が

困難となっております。これまで以上に両社が有する人財、情報、ノウハウや資金といった経営資源を結集させ、

クリエイト・レストランツグループ一丸となって激変する市場環境に機動的に対応し更なる成長を実現するために

は、ＣＲＨ社とＳＦＰＨＤ社が合併し、両社の持株会社機能を統合した上で柔軟かつ迅速な意思決定体制を構築す

ることが最善の方法との考えに至り、2025年12月９日にＣＲＨ社からＳＦＰＨＤ社に対して本合併を提案いたしま

した。

これに対して、ＳＦＰＨＤ社は本提案を受領したことを踏まえ、本合併に関する具体的な検討を開始いたしまし

た。ＳＦＰＨＤ社は、本合併の検討並びにＣＲＨ社との本合併に係る協議及び交渉を行うにあたって、ＣＲＨ社

が、ＳＦＰＨＤ社株式の所有割合が58.92％に達するＳＦＰＨＤ社の親会社であり、本合併が構造的な利益相反の

問題及び情報の非対称性の問題が類型的に存する取引に該当することに鑑み、本合併に係るＳＦＰＨＤ社の意思決

定に慎重を期し、また、ＳＦＰＨＤ社取締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相反のおそれを排除し、そ

の公正性を担保するための措置の一環として、ＣＲＨ社、ＳＦＰＨＤ社及び本合併から独立した委員によって構成

される特別委員会を本合併に係る諮問機関と位置付け、併せて外部専門家を起用する等の本合併を検討するための

体制を構築いたしました。

その後、ＣＲＨ社とＳＦＰＨＤ社は、各社において引き続き本合併に関する検討を進め、両社で協議・交渉を重

ねてまいりました。その結果、両社は本合併により、現行の資本関係では十分になし得なかった以下のような施策
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の実行及びシナジーの顕在化が想定できると判断いたしました。

（１）持株会社機能の統合を通じた経営資源の効率化

ＳＦＰＨＤ社の独立性維持の観点から推進が困難であったＣＲＨ社及びＳＦＰＨＤ社の持株会社機能を統合する

ことで、重複する本社機能の集約や上場維持コストの削減、グループ内資金の機動的な運用といった経営資源の効

率化が可能になると考えております。そして、これらの施策により創出される人財や資金の最適配置を通じて、既

存ブランドの価値向上や新たなМ＆Ａ等の成長戦略をより迅速かつ積極的に実行することができるものと考えてお

ります。

（２）人的資本の活性化

ＳＦＰＨＤ社の本社機能を担う人財に対して、従来の経営体制下では経験機会が限定的であった、国内外子会社

の統括管理、海外事業、国際会計基準（ＩＦＲＳ）運用業務、国内外のМ＆Ａ実行及びＰＭＩ業務など、より広範

かつ多角的な実務に従事できる環境を整備することが可能となります。当該施策を通じて、従業員の専門性の向上

と多角的なキャリアパスを支援すると同時に、クリエイト・レストランツグループの経営基盤の強化を図ることが

できるものと考えております。

（３）経営資源の集約によるグループ連邦経営の更なる深化

ＣＲＨ社とＳＦＰＨＤ社のみならず両社の子会社が有する情報、人財、ノウハウ等を集約することで、物件情報

の一元化による新規出店の更なる推進、インバウンドを含む法人・団体客の獲得促進、公式アプリ等のデジタルマ

ーケティングノウハウの共有、仕入れ共通化の更なる推進、外国籍従業員を含めた人財の採用・管理サポート体制

の強化等の実行が可能になると考えております。さらに、ＣＲＨ社及びＣＲＨ社の子会社が有するフードコート等

の商業施設における出店実績・ノウハウ、地方都市及び海外における展開力、業態開発力並びに店舗運営ノウハウ

を活用し、ＳＦＰＨＤ社の子会社が運営する「磯丸水産」等の独自性の高いブランドの新規出店拡大や既存店舗の

収益力向上を推進していきます。これらの施策はＣＲＨ社の連結収益の向上に寄与するのみならず、クリエイト・

レストランツグループ全体の持続的な成長、グループシナジーの最大化、及び「グループ連邦経営」の深化に資す

るものと考えております。

２．本合併の要旨

（１）本合併の日程

定時株主総会基準日（ＳＦＰＨＤ社） 2026年２月28日

取締役会決議日（両社） 2026年４月14日

契約締結日（両社） 2026年４月14日

定時株主総会決議日（ＳＦＰＨＤ社） 2026年５月21日（予定）

最終売買日（ＳＦＰＨＤ社） 2026年６月26日（予定）

上場廃止日（ＳＦＰＨＤ社） 2026年６月29日（予定）

本合併の効力発生日 2026年７月１日（予定）

（注１）ＣＲＨ社においては会社法第796条第２項に定める簡易合併の手続により、株主総会の決議による本合

併契約の承認を得ずに本合併を行う予定です。

（注２）本合併の手続進行上の必要性その他の事由によって必要となる場合には、本合併の日程は両社の合意に

より変更されることがあります。上記日程に変更が生じた場合には、速やかに公表いたします。

（２） 本合併の方式

ＣＲＨ社を吸収合併存続会社、ＳＦＰＨＤ社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式により実施いたします。本

合併は、ＣＲＨ社においては、会社法第796条第２項の規定に基づき、株主総会の決議による本合併契約の承認を
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必要としない簡易合併の手続により、また、ＳＦＰＨＤ社においては、2026年５月21日に開催予定の定時株主総会

の決議による本合併契約の承認を受けた上で、2026年７月１日を効力発生日として行う予定です。

（３） 本合併に係る割当ての内容

ＣＲＨ社

（吸収合併存続会社）

ＳＦＰＨＤ社

（吸収合併消滅会社）

本合併に係る

割当比率
１ 3.2

本合併により交付する

株式数
ＣＲＨ社の普通株式：29,976,438株（予定）

（注１）本合併に係る割当比率（以下、「本合併比率」という。）

ＣＲＨ社は、ＳＦＰＨＤ社株式１株に対して、ＣＲＨ社株式3.2株を割当交付いたします。ただし、基

準時（以下に定義する。）においてＣＲＨ社が保有するＳＦＰＨＤ社株式及びＳＦＰＨＤ社が保有す

る自己株式については、本合併による株式の割当ては行いません。また、上記表に記載の本合併比率

は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社間で協議した上で、合意により変更す

ることがあります。

（注２）本合併により交付するＣＲＨ社株式の株式数：普通株式 29,976,438株（予定）

ＣＲＨ社は、本合併に際して、本合併の効力発生の直前時（以下、「基準時」という。）におけるＳ

ＦＰＨＤ社の株主の皆様（ただし、ＣＲＨ社及びＳＦＰＨＤ社を除く。）に対して、その保有するＳ

ＦＰＨＤ社株式に代えて、本合併比率に基づいて算出した数のＣＲＨ社株式を割当交付する予定で

す。本合併によりＣＲＨ社が交付する株式は、全て新たにＣＲＨ社株式を発行することを想定してお

ります。

上記の交付株式数は、今後、ＳＦＰＨＤ社の株主から株式買取請求権の行使がなされるなどして、

本合併の効力発生の直前時までの間にＳＦＰＨＤ社の自己株式数の変動等が生じた場合には、修正さ

れる可能性があります。

（注３）単元未満株式の取扱い

本合併に伴い、ＣＲＨ社の単元未満株（100株未満の株式）を保有することとなるＳＦＰＨＤ社の株主

の皆様におかれましては、本合併の効力発生日以降、ＣＲＨ社の定款及び株式取扱規程の定めるとこ

ろにより、ＣＲＨ社株式に関する以下の制度をご利用いただくことができるほか、一部証券会社で取

り扱っている単元未満株式での売買が可能です。なお、金融商品取引所市場において単元未満株式を

売却することはできません。

① 単元未満株式の買増し制度（１単元（100株）への買増し）

会社法第194条第１項の規定及びＣＲＨ社の定款の規定に基づき、ＣＲＨ社の

単元未満株式を保有する株主の皆様が、その保有する単元未満株式の数と併せ

て１単元となる数の株式をＣＲＨ社から買い増すことができる制度です。

② 単元未満株式の買取請求制度（１単元（100株）未満株式の売却）

会社法第192条第1項の規定に基づき、ＣＲＨ社の単元未満株式を保有する株

主の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることをＣＲＨ社に対して請

求することができる制度です。

（注４）１株に満たない端株の取扱い

本合併に伴い、１株に満たない端数のＣＲＨ社株式を保有することとなるＳＦＰＨＤ社の株主の皆様
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に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に満た

ない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします）に相当する数のＣＲＨ社株式を売却し、か

かる売却代金をその端数に応じて交付いたします。

（４） 本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

ＳＦＰＨＤ社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

（５） 剰余金の配当に関する取扱い

両社は、ＣＲＨ社が、2026年２月28日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対

し、ＣＲＨ社株式１株当たり2.25円を限度として剰余金の配当を行うことができること、ＳＦＰＨＤ社が、2026年

２月28日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、ＳＦＰＨＤ社株式１株当た

り14.0円を限度として剰余金の配当を行うことができること、及び、当該場合を除いては、両社は、本日以降、本

合併の効力発生日に至るまでの間、剰余金の配当を行ってはならない旨を合意しております。

３．本合併の当事会社の概要（2026年２月28日現在）

吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社

（１） 名称 株式会社クリエイト・レストラン

ツ・ホールディングス
ＳＦＰホールディングス株式会社

（２）
所在地

東京都品川区東五反田五丁目10番18

号

東京都世田谷区玉川二丁目24番7号

萩原第二ビル8階

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川井 潤 代表取締役社長 佐藤 誠

（４） 事業内容 飲食店の経営 飲食店の経営

（５） 資本金 50百万円 49百万円

４．会計処理の概要

本合併により、ＣＲＨ社において、連結財政状態計算書に計上されている非支配持分が減少し、親会社の所有

者に帰属する持分比率の増加が見込まれるとともに、連結損益計算書における非支配持分への利益の帰属がなく

なる見込みですが、連結財務諸表への影響額は現時点では確定しておりません。


